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概   要 

Abstract 

 

ライフスタイル変化を踏まえた北海道における新たな住宅像に関する探索的研究 

Exploratory Research on Housing Design in Hokkaido Based on Lifestyle Changes 

 

佐々⽊ 優⼆ 1)、五⼗⽯ 俊祐 2）、阿部 佑平 3)  

Yuji Sasaki1), Shunsuke Isoishi2）, Yuhei Abe3) 
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１．研究概要 

１）研究の背景 
・新型コロナウイルス感染症拡⼤による住宅内での活動時間の拡⼤やテレワークの広がりなど、わが国に

おける住まい⽅・ライフスタイルは⼤きな変化が⽣じていると考えられる。この変化は、建築主のニー
ズの変化にも関連すると考えられ、住宅の設計にも⼤きく影響すると予想される。 

・他⽅、家庭部⾨のエネルギー消費量の削減が推進され、ＺＥＨなどの⾼性能な住宅は普及しつつある。
しかし、いくら⾼性能な住宅であっても、住まい⼿が上⼿に住みこなすことができなければ、その性能
を⼗分に発揮することができず、エネルギー消費量の削減にはつながらないことが指摘されている。そ
のため、家庭部⾨のエネルギー消費量の削減に向けては、断熱性といったハード⾯の技術開発に加え、
住まい⽅・ライフスタイルといったソフト⾯の実態を踏まえた議論が必要と考えられる。 

・このように、建築主のニーズや住まい⽅、ライフスタイルの変化に伴い、住宅の設計にも変化が⽣じて
いる可能性があり、それに対して設計者による様々な提案や⼯夫がなされていると考えられる。この提
案や⼯夫は、新たな住宅像の兆しと考えられるが、その実態は明らかになっていない。 

・また、新たな住宅像の兆しを探索することができれば、住宅開発に関する研究シーズにもなりえると考
えられる。 

２）研究の⽬的 
・本研究は、北海道内の設計者への聞き取り調査を通じて、住まい⽅やライフスタイル変化を考慮した、

北海道における新たな住宅像を探索することを⽬的とする。 

 

２．研究内容 

１）住宅設計やライフスタイルの変遷の把握（Ｒ５〜６年度） 
・ねらい： 北海道における住宅設計やライフスタイルの動向やその変遷について、統計資料等から実態

を明らかにする。 

・試験項⽬等： 統計資料調査 

２）現在の住宅設計の動向の把握（Ｒ５〜６年度） 
・ねらい： 北海道内の設計者に聞き取り調査を⾏ない、近年の建築主のニーズや、住宅設計の動向を把

握する。 

・試験項⽬等： 聞き取り調査 など 
1) 北⽅建築総合研究所建築研究部環境システムグループ研究職員  2) 同地域研究部地域システムグループ主査  3) 同建築研究部環
境システムグループ主査 
1) Researcher of Environment System Group, Dr.Design  2) Chief Coordinator of Regional System Group, Dr.Eng.  3) Chief Coordinator of 
Environment System Group, Dr.Eng., Northern Regional Building Research Institute(all above) 



３）設計者が考える北海道における新たな住宅像の抽出（Ｒ５〜６年度） 
・ねらい： 北海道内の設計者への聞き取り調査により、将来的な住宅設計の変化や期待、取り組みたい

設計などを抽出する。また、研究項⽬２）の現在の設計動向との差異などを整理する。 

・試験項⽬等： 聞き取り調査 など 

４）北海道における新たな住宅像の探索（Ｒ６年度） 
・ねらい： 研究項⽬３）の結果から、住まい⽅やライフスタイルの変化を考慮した、北海道における新た

な住宅像を探索する。 

・試験項⽬等： 質的分析法 など 

 

３．研究成果 

・建築着⼯統計から⼾建住宅の延べ⾯積が約 20 ㎡⼩さくなっていること（2005 年−2024 年）、⼯事予定費
が約 136％に上昇していること（2012 年−2023 年）を把握した（図 1(a)）。北海道住宅データバンクを⽤
いて、北海道における注⽂住宅の着⼯状況の推移を把握した（図 1(b)）。2008 年から 2022 年の 15 年間に
おいて、着⼯数が最⼤だった 2013 年、最低だった 2022 年の市町村別に平均着⼯数との差を⾒ると、札幌
市近郊やニセコ町近郊、オホーツク・⼗勝管内など、道内市町村の 29.6％は 2022 年に平均以上であるこ
とといった、市町村による注⽂住宅の着⼯状況の違いを把握した。また、2023 年に実施した Web アンケ
ートの再分析結果から、道内で注⽂住宅を購⼊した⼈の 67.1％は共働きであることがわかった（図 1(c)、
N=265）。さらに、住宅設計は多様化しており、⼀般解といえる型があるわけでないことを把握した。新
築の⼾建注⽂住宅は価格⾼騰等により⾯積の縮⼩と共働き世帯へのシフトが進んでおり、それにより住宅
設計の変化が起きていることが推察される。 

・道内の設計者に対する聞き取り調査の結果から、建築主の多くは共働きであるため、在宅時間が過去と⽐
較して短くなっていることがわかった。また、リビングよりもダイニングで家族団らんをする家庭が増え
ているといった、建築主のニーズを把握した。 

・アンケートの結果と道内主要ハウスメーカーへの聞き取り調査の結果が類似した傾向であることが確認で
きた。そのため、この聞き取り調査の結果は道内⼀般的な住宅へのニーズとして捉えることができると考
え、建築家・⼯務店への聞き取り調査の結果とを⽐較して、新たな住宅像を探索した（表 1）。まず、延べ
⾯積について、統計値（約 32 坪）と⽐較すると⼩さくなっている傾向が⾒られた。これは、建設費の⾼
騰に加え、先述のとおりダイニングでの家族団らんが増えリビングの⾯積が⼩さくても良いと判断されて
いること、また来客数が減り客間が無くなっていることなど、近年の建築主のライフスタイルの変化が影
響していると考えられる。同様に、ファミリークロークといった家族で使⽤する収納の普及により、他の
各室の収納が無くっている実態が⾒られた。特に⼦ども部屋は、⼀般的な住宅でも⼩さくなっている傾向
が確認できたが、特に建築家・⼯務店が設計するものはそれよりも⼩さくなる傾向がわかった。さらには、
限られた延べ⾯積の中で⽞関までも削減し、掃き出し窓を出⼊⼝に使⽤している住宅が⾒られた。これら
から、新たな兆しと⾔える住宅では、共働きが主になっている施主のライフスタイルや今後のライフステ
ージに合わせ、各スペースの必要性を慣習にとらわれず⾒直していることが把握できた。なおこれらの項
⽬のような兆しは⾒られたものの、設計者⾃⾝の意識としては建築主のニーズに対応しているのであって、
将来的な住宅設計の変化までは意識していなかった。 
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(a)延べ⾯積 

 
(b)北海道の注⽂住宅の着⼯状況 

 
(c)注⽂住宅購⼊世帯の収⼊状況 

図１．北海道における住宅の実態 

 

表１．北海道における新たな住宅像 

新たな兆し（主に建築家＋⼯務店）項⽬道内で⼀般的な住宅
（ハウスメーカー）

断熱︓等級6〜7、気密︓0.5㎠/㎡程度断熱・気密性能断熱︓等級6〜7、気密︓0.5㎠/㎡以下
30坪を下回る物件も延べ⾯積30〜35坪（旭川以北だと40坪超も）
⾯積⼩。無の事例も

（ダイニングで集まって暮らす）リビング⾯積変わらず有

無（来客の減）客間有
無（畳スペースは有の場合も）和室・畳最近増（2〜3割）

4〜5畳で収納は無⼦ども部屋5〜6畳で収納も有
⾯積⼩。無の事例も

（直接リビング。掃き出し窓を採⽤）⽞関有

ほぼ無（道北のある地域では有の場合も）⾵除室ほぼ無
ほぼ無（道北のある地域では有の場合も）勝⼿⼝ほぼ無

ほぼ無廊下有
脱⾐所と併せて有室内⼲しスペース脱⾐所と併せて有

脱⾐所とは別に独⽴して有洗⾯所脱⾐所とは別に独⽴して有
コロナで増、最近は減テレワークブースコロナで増、最近は減

増（他の収納は減）ファミリークロｰク
シューズクローク増（他の収納はそのまま）

多い⾃然素材少ない（維持管理の問題）
最近はほぼ有（冷暖併⽤）エアコン最近はほぼ有（冷暖併⽤）

無太陽光発電無（札幌ではわずかにニーズ有）

ライフスタイルや社会変化等の影響
 

 

４．今後の⾒通し 

道や市町村などで住宅施策の検討を進める際に活⽤される。 
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１．研究の背景と⽬的 
近年、わが国では、共働き世帯の増加や少⼦化に

よる世帯⼈数の減少、さらには、新型コロナウイル
ス感染症の拡⼤による住宅内での滞在時間の増加や
テレワークの普及など、ライフスタイルの急激な変
化が⽣じている。このようなライフスタイルの変化
に伴い、建築主が住宅に求めるニーズや、それに応
じた住宅のプランおよびデザインにも変化が⽣じて
いることが予想される。 

住宅のプランやデザインに関する既往研究として、
⼤垣・⾕⼝ 1)は 2000 年代前半の北海道における住宅
プランの変遷と特徴を分析し、居間中⼼型プランの
発展過程を明らかにしている。近年の住宅を対象と
した研究としては、平成期における間取りの変遷を
扱った研究 2,3)や、北海道の公営住宅におけるサンル
ームに着⽬した研究 4,5)、テレワーク下における住宅
内の働き⽅や空間構成に関する研究 6,7)が挙げられ
る。しかし、近年、特に 2020 年以降の⼾建住宅にお
けるプランやデザインに着⽬し、その実態を調査し
た研究はほとんど⾒られず、住宅の変化に関する包
括的な実態調査は、⼤垣・⾕⼝の研究以降、約 20 年
間実施されていない。上述のようなライフスタイル
の変化に伴う住宅プランおよびデザインの変容や、
変化の兆しを探索することは、今後の住宅施策の検
討に資するものと考えられる。 

これらのことから、本研究では、北海道内の設計
者への聞き取り調査を通じて、住まい⽅やライフス
タイル変化を考慮した、北海道における新たな住宅
像を探索することを⽬的とする。 

 

２．研究の⽅法 
まず、北海道における住宅の価格や⾯積の傾向を

把握するため、住宅着⼯統計 8)および北海道住宅デ
ータバンク 9)を⽤いた分析を⾏なった。さらに、近
年、北海道で建設した建築主の実態や、住宅のプラ
ンやデザインの傾向を把握するため、過去 10 年以内
に注⽂住宅を購⼊した建築主を対象とした Web アン
ケートを⾏なった。 

次に、建築主のニーズやライフスタイル、実際に
設計した住宅のプランやデザイン等を把握するため、
設計者（ハウスメーカー、⼯務店、建築家）への聞
き取り調査を⾏なった。ここで、本研究では、公益
社団法⼈⽇本建築家協会に加盟している設計者を建
築家とした。 

なお、⼤垣・⾕⼝は、アンケートにより住宅のプ
ランを調査し、量的な分析により傾向を把握してい
る。しかし本研究では、近年に設計された住宅のプ
ランやデザインの特徴を探索することを⽬的とする
ため、アンケート等による量的な分析に加え、設計
者への聞き取り調査による質的な分析を採⽤した。 

 

３．北海道における新築住宅の着⼯状況 
（１）北海道における⼾建住宅の着⼯数・⾯積・⼯

事費予定額 
図 1 に北海道における⼾建住宅の着⼯数の推移を

⽰す。着⼯数は、2006 年から低下をはじめ、2009 年
に 10,224 ⼾になった。この後、2013 年の 13,418 ⼾
まで増加をし、2014 年には 10,539 ⼾に急減した。こ
れは、消費税増税の影響と考えられる。その後は多
少の変動があるものの、2021 年まで増加傾向だった
が、2022 年からは 10,000 ⼾を下回るほど急減し、さ
らに 2024 年には 8,000 ⼾を下回った。2023 年以降の
住宅の着⼯数は、全国的にも少なく新型コロナウイ
ルス感染症拡⼤時を下回る⽔準だったが、北海道で
も同様の傾向だった。 

住宅⼟地統計の着⼯数と床⾯積から、⼾建住宅 1

⼾あたりの床⾯積を算出した。図 2 に北海道におけ
る⼾建住宅の床⾯積の推移を⽰す。年次と床⾯積の
相関係数 R に着⽬すると、R=−0.99 となり、強い負
の相関がみられ、2006 年から 2024 年に⾄るまで、
床⾯積の減少が続いていた。また⼾建住宅 1 ⼾あた
りの床⾯積は、2006 年には約 138.9 ㎡（約 42.1 坪）
だったのに対し、2024 年には約 117.1 ㎡（約 35.5 坪）
と、約 21.8 ㎡（約 6.6 坪）⼩さくなった。 

2012 年から 2024 年までの年次別の着⼯⼾数・⼯
事費予定額から、⼾建住宅 1 ⼾あたりの⼯事費予定



 

- 2 - 

額を算出した。図 3 に北海道における⼾建住宅の⼯
事費予定額の推移を⽰す。⼾建住宅 1 ⼾当たりの⼯
事費予定額は、2012 年度からほぼ毎年上昇を続けて
いた。具体的には、2012 年が 2,147 万円だったのに
対し、2024 年が 3,055 万円であり、⼾建住宅 1 ⼾当
たりの⼯事費予定額は 12 年間で 908 万円上昇して
いる。特に 2023 年には、前年⽐ 364.8 万円と⼤きく
上昇しているが、これは、⼈件費の上昇や建材の⾼
騰などの影響と考えられる 10)。 

これらのことから、北海道の⼾建住宅は、着⼯数
が減り、⾯積が⼩さくなっている⼀⽅、建設費は急
激に上昇していた。 

 

（２）市町村別の⼾建住宅の着⼯数 
（１）では、北海道全域における⼾建住宅の着⼯

数についての傾向を把握した。ここでは、2008 年か
ら 2022 年までの北海道住宅データバンクのデータ
を⽤いて、市町村別の注⽂⼾建住宅の着⼯数に着⽬
した実態を把握する。 

図 4 に、各年における市町村別の注⽂⼾建住宅の
着⼯数を⽰す。札幌市近郊の市町村における注⽂⼾
建住宅の着⼯数は、道内では相対的に多い傾向が⾒
られた。他⽅で、過去 15 年間で注⽂⼾建住宅の着⼯
が全くない町村もあった。 

本研究では、15 年間の着⼯数を Z スコア化し、市
町村毎の⽐較を⾏なった。特に、2008 年から 2022 年
の期間において、全道的に着⼯数が最多だった 2013

年と、最少だった 2022 年を⽐較し、市町村毎の特徴
を把握した。 

図 5 に、2013 年と 2022 年の Z スコアの関係を、
図 6 に、図 5 の散布図を市町村別に地図化した結果
を⽰す。着⼯数が 2013 年・2022 年ともに相対的に
多かった市町村は、29（16.2％）あった（第 1 象限）。
具体的には、江別市や⼩樽市、余市町などの札幌市
近郊の市町や北⾒市や網⾛市などのオホーツク地⽅、
⼠別市や当⿇町などの上川地⽅、芽室町や⼤樹町な
ど⼗勝地⽅等の市町村が該当していた。 

また、着⼯数が 2013 年には相対的に少なかったも

のの、2022 年には多くなった市町村が 24（13.4％）
あった（第 2 象限）。具体的には、⽯狩市や当別町な
どの札幌市近郊の市町、ニセコ町や共和町、豊浦町、
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洞爺湖町などのニセコ町近郊の町村、鷹栖町や愛別
町、和寒町などの上川地⽅が該当していた。 

さらに、2013 年と 2022 年の着⼯数がともに、相

対的に少なかった市町村が 35（19.6％）あった（第
3 象限）。具体的には、倶知安町や泊村、積丹町など
の後志地⽅、奈井江町や上砂川町、秩⽗別町などの

(1) 2008 年 (2) 2009 年 (3) 2010 年 

(4) 2011 年 (5) 2012 年 (6) 2013 年 

(7) 2014 年 (8) 2015 年 (9) 2016 年 

(10) 2017 年 (11) 2018 年 (12) 2019 年 

(13) 2020 年 (14) 2021 年 (15) 2022 年 

図 4 市町村別の注⽂住宅の着⼯数（2008 年から 2022 年） 
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図 5 2013 年と 2022 年の関係 図 6 2013 年と 2022 年の着⼯数の⽐較 
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空知地⽅、新得町や⿅追町、中札内村の⼗勝地⽅が
該当していた。 

最後に、着⼯数が 2013 年には相対的に多かったも
のの、2022 年には少なかった市町村が 85（47.5％）
で最多だった（第 4 象限）。具体的には、札幌市のほ
か、多くの市町村が該当していた。なお、2013 年と
2022 年にともに着⼯数がなかった町村は 6（3.4％）
あった。 

これらのことから、注⽂住宅の着⼯数は、全体的
な傾向としては減少傾向であるが、市町村別にみる
と増加傾向の市町村が 53（第 1・第 2 象限、29.6％）
あることがわかった。 

 

４．北海道における新築住宅のデザインの特徴 
本節では、北海道において近年に建設された⼀般

的な注⽂住宅について、建築主の属性や採⽤したプ
ラン・デザインの傾向について把握する。 

 

（１）アンケートの概要 
本研究では、Web アンケートサービス（株式会社

ジャストシステムのファストアスク）を⽤いて、ス
クリーニング調査と本調査の 2 段階で調査を実施し
た。以下にその詳細を⽰す。 

まずスクリーニング調査は、2023 年 12 ⽉ 11 ⽇か
ら 2023 年 12 ⽉ 18 ⽇まで実施した。アンケートは、
上記サービスに登録されているモニターのうち、北
海道在住者 16,228 ⼈にのみ配布した。このとき、性
別は同率となるように配布したが、年齢は⼾建住宅
の 1 次取得者層と同程度になるように配布した 11)。
本研究では、近年に注⽂住宅を建設した⼈を条件と
したため、スクリーニング調査では「過去 10 年以内
に注⽂⼾建住宅を購⼊したか（建売は除く）」の設問
を設けた。 

次に本調査は、2023 年 12 ⽉ 19 ⽇から 2023 年 12

⽉ 26 ⽇まで実施した。なお本調査は、スクリーニン
グ条件に合致した⼈のみを対象として配布し、おお
よそ 1,000 ⼈を回収⽬標として設定した。なお、性
別と年齢ごとの配布割合はスクリーニング調査と同

様にした。本調査では、世帯の⼈数や収⼊状況とい
った世帯属性、購⼊した住宅の床⾯積や建設費（建
物のみ）などの実態、住宅に採⽤したプランやデザ
インなどを調査した。本調査では 2,182 ⼈に配布し、
1,115 ⼈から回答が得られた。 

1,115 ⼈の回答のうち、床⾯積と建設費の回答があ
るものを抽出した。さらに、個⼈住宅⼯事費調査 12)

に基づき、北海道における住宅の床⾯積および建設
費（建物のみ）の平均値（床⾯積が 114.8 ㎡、建設費
が 21.8 万/㎡）と標準偏差（床⾯積が 28.6 ㎡、建設
費が 6.0 万円/㎡）から外れたものを除外した。その
結果、本研究における有効回答数は 265 件となった。 

 

（２）アンケートの結果 
①アンケートの回答者の属性 

図 7 に回答者の性別を、図 8 に回答者の年齢を、
図 9 に回答者の世帯年収を⽰す。性別は、男性が 164
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図 7 アンケート回答者の性別 
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図 8 アンケート回答者の年齢 
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⼈（61.9%）で、⼥性の 101 ⼈（38.1%）よりも多か
った。また年齢は、住宅の⼀次取得者層である 30〜
40 歳代が 200 ⼈（74.6%）で過半であった。世帯年
収は、500 万円代が 44 ⼈（16.6%）で最も多く、次
いで、700 万円代が 41 ⼈（15.5%）だった。 

図 10 に、回答者世帯において収⼊を得ている⼈を
⽰す。回答者⾃⾝と配偶者が収⼊を得ている、いわ
ゆる共働きの世帯が 169 ⼈（63.8%）で最も多く、次
いで、回答者⾃⾝のみが 58 ⼈（21.9%）だった。 

②アンケートの回答者が購⼊した住宅の概要 

図 11 に間取りを⽰す。間取りは、4DK・4LDK が
155 ⼈（58.5%）で過半であった。図 12 に階数を⽰

す。階数は、ほとんどが 2F 建て（216 ⼈（81.5%））
だった。図 13 に、外⽪平均熱貫流率 UA 値を⽰す。
UA 値は、「わからない」が 218 ⼈（82.3%）であった。
なお、回答があった UA 値は、省エネルギー基準で⽰
されている地域区分における 1 地域の断熱等級 7 の
基準（UA 値 0.20）以下が 60.4%であり、⽐較的多く
選択されていた。 

本研究の結果を考察するにあたり、札幌市が独⾃
に制定している札幌版次世代住宅基準の補助対象物
件における UA 値別の住宅割合と⽐較を⾏った。な
お、北海道における UA 値別の住宅割合に関する統
計資料は公開されていないため、本研究では、札幌
版次世代住宅基準の補助対象物件に対する調査結果
を⽐較対象とした。UA 値が 0.20 以下の補助対象物
件は、全体の 7.3%であり 13)、本調査の結果よりも
53.1 ポイントも低く、乖離していた。そのため、回
答のあった UA 値も、実際の性能とは異なる値を回

図 13 外⽪平均熱貫流率 
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答している可能性があり、すなわちほとんどの回答
者は、⾃宅の断熱性能を把握していなかったと考え
られる。図 14 に床⾯積を、図 15 に建設費（住宅の
み）を⽰す。床⾯積の平均は、118.0 ㎡（35.8 坪）で
あり、図 2 で⽰した全道の傾向と同程度だった。建
設費の平均は、2567.6 万円であり、図 3 で⽰した全
道の傾向と⽐較すると、2022 年の⽔準と同程度だっ
た。 

③住宅に採⽤したプランやデザイン 

図 16 に住宅に採⽤したプランやデザインを⽰す。
リビングアクセスの採⽤率が 59.2%で最も多く、次
いで、シューズクロークが 57.7%であり、この 2 項
⽬以外は過半数を超えなかった。その他、パントリ
ー（44.2%）やファミリークローク（30.6%）といっ
た収納の採⽤率が⽐較的⾼かった。他⽅で、しっく
いの壁（10.6%）やロフト（10.6%）、中庭（10.9%）
の採⽤率は低かった。図 17 に、採⽤した設備や外
構・付属物を⽰す。物置の採⽤率が 78.9%で最も⾼
く、次いで、庭が 65.7%、冷暖併⽤エアコンが 64.2%

であり、この 3 項⽬以外は過半数を超えなかった。
特にエアコンは、冷暖併⽤と冷房専⽤の両⽅採⽤し
た場合の採⽤率が 17.7%、冷暖併⽤または冷房専⽤
のいずれかを採⽤した場合の採⽤率が 54.7%であり、
エアコン⾃体の採⽤率が 72.5%だった。ここで、平
成 26 年全国消費実態調査では、北海道におけるエア
コンの普及率が 26.6%だった 14)。そのため、北海道
におけるエアコンの普及率は、⾼まっている傾向が
確認できた。なお、⼭⽥は 15)、札幌市における築 10

年以内の住宅におけるエアコンの普及率が 85.9％で
あることを報告している。⼭⽥の結果と本研究の結
果と若⼲の差異が⾒られるものの、全国消費実態調
査と⽐較してエアコンの普及率が増加しているとい
う傾向は、共通して確認された。 
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他⽅、サウナ（6.4%）や太陽熱集熱器（7.2%）、ジ
ャグジー（7.9%）、オーニング（7.9%）の採⽤率は低
かったものの、⼀定数、採⽤されている実態がみら
れた。なお近年、カーボンニュートラルに向け、太
陽光発電パネルの設置が推進されているが、採⽤率
は 20.4%であった。令和 5 年度住宅・⼟地統計調査
では 16)、北海道における太陽光発電パネルの設置率
は 3.4%であり、本研究の結果よりも低かった。住宅・
⼟地統計調査は、築年数が古い物件も対象となって
いることから、北海道における太陽光発電パネルは、
統計値以上に普及している可能性がある。 

これらのことから、近年に建設された注⽂住宅は、
プランやデザイン、設備等の採⽤が多様化している
実態がわかった。 

 
５．北海道における住宅像の探索 
（１）聞き取り調査の概要 

本研究では、ハウスメーカー2 社、⼯務店 8 社、建
築家 11 社に対して、建築主のニーズやライフスタイ
ルで変化した点や、設計事例、提案したプランなど
について、あらかじめ質問項⽬を定め、回答内容に
応じて詳細を掘り下げる半構造化インタビュー法に
よる聞き取り調査を実施した。 

調査の項⽬は、各社が設計する⼀般的な住宅の属
性（構法、床⾯積、坪単価など）や性能（断熱・気
密・耐震）、建築主の属性（年代、世帯⼈員など）、
建築主のニーズなどとした。なお聞き取り調査では、
性能などの具体的に把握しているものは数値を、建
築主のニーズ等は設計者の所感を確認した。 

 

（２）ハウスメーカーへの聞き取り調査の結果 
道内⼤⼿ハウスメーカーへの聞き取り調査結果を

表 1 に⽰す。その結果、住宅の属性や性能、建築主
の属性について、以下の特徴を抽出することができ
た。 

まず構造・構法は、⽊造・軸組構法がほとんどで
あった。床⾯積は、札幌市では、30 坪以下の場合も
ある⼀⽅、札幌以外では 30〜35 坪程度が多い傾向だ

った。これは、札幌市の⼟地価格の⾼騰の影響と考
えられる。坪単価は、85〜95 万円／坪程度だった。 

断熱性は、住宅の品質確保の促進等に関する法律

表 1 ハウスメーカーへの聞き取り調査結果の概要 
住宅属性  

 構造・構法 木造・軸組構法 

 床面積 着工数の多くを占める札幌市では、土地
面積が小さいこともあり、30 坪以下の場
合もある。札幌市以外では 30～35 坪程
度が比較的多い。 

 坪単価 85～95 万円／坪程度。 

住宅性能  

 断熱性 等級 7を標準にする方針。 

 気密性 全棟気密測定を行なっており、道内の平
均 C値＝0.38。 

 耐震性 等級 3が基本で、等級 2の場合もある。 

建築主の属性  

 年代 30 歳代前半の子育て世帯が多い。地方部
では、20 歳代後半の建築主もいた。 

 世帯人員 3～4人が比較的多い。2人世帯は 1～2割
程度の印象。 

 その他 ・共働きがほとんどで、世帯年収が 600
万円以上の印象。 

・SNS で見つけたプランやデザインを見
せて、設計を依頼されることが多い。 

建築主のニー
ズや、採用し
たプラン・デ
ザイン等 

・プランは、リビングアクセスがほとん
どである。 

・札幌では、1F に LDK・水回り。旭川で
は、1F に LDK・水回り＋1 部屋が多い
印象。 

・客間は、採用される場合がある。 
・和室や畳スペースは 3割程度で、最近
増えている印象。仏間は、特に 30 歳代
以下での採用はほとんどない。 

・子ども部屋は、多くは 5.3 畳＋収納だ
が、最近は 4.5 畳＋収納と小さい場合
もある。 

・風除室や勝手口は、ほとんど採用され
ていない。 

・室内干しスペースは、脱衣所に設置さ
れることがある。また、洗面のみの空
間のニーズがある。 

・テレワークブースは、コロナ禍で増え
て、最近は減った。 

・ファミリークロークやシューズクロー
ク、パントリーといった収納空間に対
するニーズが多い。他方で、各室の収
納自体は減っていない。 

・自然素材は、メンテナンスに関するこ
となど、メリット・デメリットを伝え
ている。結果としてほとんど採用され
ない（フローリングやしっくいなど）。 

・エアコンは、最近だとほぼ採用されて
いる（冷暖併用）。 

・太陽光発電は、多くはニーズがないが、
札幌では若干ニーズがある。 

・カーポートは、ほとんどの住宅で採用
される。 
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の等級 7 を標準にする⽅針だった。また気密性は、
全棟気密測定を⾏なっており、道内の平均は C 値
0.38 ㎠/㎡だった。耐震性は、等級 3 が基本であるが、
プランや地域によっては等級 2 になることもあった。 

建築主は、30 歳代前半の⼦育て世帯が、世帯⼈員
は 3〜4 ⼈が⽐較的多い傾向だった。また、夫婦共働
きの世帯がほとんどだった。 

アンケートの結果と⽐較すると、床⾯積や世帯属
性は同様の傾向が⾒られた。なお坪単価は、アンケ
ートでは約 71.7 万円／坪であり、約 10〜20 万円／
坪の差があるが、これは、アンケートは過去 10 年間
の注⽂住宅を対象としており、建設費上昇の影響を
受けた回答者が少なかったためと考えられる。 

採⽤したプランやデザイン等に関するアンケート
と聞き取り調査結果の⽐較を表 2 に⽰す。採⽤した
プランやデザイン等も、アンケート結果と類似した
傾向が⾒られた。このことから、ハウスメーカーを
対象とした聞き取り調査の結果は、北海道における
⼀般的な住宅と捉えることができると考えた。なお、
本研究では、より新しいニーズを具現化したい建築
主は、⼯務店や建築家に相談する傾向にあると仮説
を⽴て、⼯務店および建築家への聞き取り調査結果
について、ハウスメーカーの結果と⽐較をすること
とした。 

 

（３）⼯務店・建築家への聞き取り調査の結果 
⼯務店および建築家への聞き取り調査結果のうち、

特徴的な結果を表 3 に⽰す。ハウスメーカーへの聞
き取り調査結果（以下、⼀般的な住宅とする）と⽐
較をすると、⼯務店および建築家の聞き取り調査結

表 3 ⼯務店・建築家への聞き取り調査結果の概要 
住宅属性  

 構造・構法 木造・軸組構法 

 床面積 30 坪を下回る物件が比較的多い。 
※道北の一部地域では、40 坪を超える場
合がある。 

 坪単価 100～120 万円／坪程度。 

住宅性能  

 断熱性 等級 6～7程度。 

 気密性 平均 C値＝0.5 程度。 

 耐震性 要望があれば等級 2～3 とするが、耐震
性に対するニーズはほとんどない。 

建築主の属性  

 年代 20歳代後半～60歳代前半まで幅広いが、
30 歳代前半の子育て世帯が多い。 

 世帯人員 3～4人が比較的多い。 

 その他 ・共働きが多い。世帯年収は不明（回答
がない場合が多かった）。 

・SNS で見つけたプランやデザインを見
せて、設計を依頼されることが多い。 

建築主のニー
ズや、採用し
たプラン・デ
ザイン等 

・プランは、リビングアクセスがほとん
どである。また回遊型プランが多い。 

・2F にリビングを設ける場合がある。他
方で、ダイニングで家族団らんを行な
い、また、TVやソファがない建築主が
一定数おり、リビング自体の面積が小
さくなっている傾向がある。それに伴
って、「リビング」という空間が無くな
っている事例もある。 

・建築主のライフスタイルとして、来客
が減っていることもあり、客間はほと
んど採用されていない。 

・和室はほとんどなく、畳スペースはた
まに採用する印象。仏間は、ほとんど
ない。 

・子供部屋は、4～5畳で、収納がない場
合が多い。 

・玄関は、面積が小さくなっている。ま
た、掃き出し窓を使用して直接リビン
グに出入りする、玄関が無い事例もあ
る。 

・風除室や勝手口は、ほとんど採用され
ていないが、道北の一部地域では採用
されている。 

・廊下は無くなっており、収納等と併用
する事例が多い。 

・室内干しスペースは、脱衣所に設置さ
れることがある。また、洗面のみの空
間のニーズがある。 

・テレワークブースは、コロナ禍で増え
て、最近は減った。 

・ファミリークロークやパントリーとい
った、収納空間に対するニーズが多
く、各室の収納も減っている。 

・自然素材は、多く採用されている（フ
ローリングやしっくいなど）。 

・エアコンは、最近だとほぼ採用されて
いる（冷暖併用）。 

・太陽光発電は、ほとんどニーズがない。 
・カーポートは、ほとんどの住宅で採用
される。土地面積によっては、組み込
み車庫を採用する場合もある。 

ハウスメーカーアンケート
普通になった→リビングアクセス
増えた→ファミリークローク
増えた→シューズクローク
増えた→パントリー
2〜3割（最近、若⼲増）→和室・畳のスペース
⼩さい仏壇はあるが減った→仏間
ほとんどない→フローリング・しっくい
コロナで増え、最近減った→テレワークブース

⽐
較
的
多
⽐
較
的
少

表 2 アンケートと聞き取り調査結果の⽐較 
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果（以下、新たな兆しとする）は、以下のような傾
向が⾒られた。 

まず、構造・構法は、⽊造・軸組構法がほとんど
であり、⼀般的な住宅と同様だった。他⽅で、床⾯
積は、30 坪以下の場合が多く、⼀般的な住宅や統計
値よりも⼩さい傾向が⾒られた。これは、建設費の
⾼騰に加え、ダイニングでの家族団らんが増え、ま
た、TV やソファがない建築主が⼀定数おり、そのた
めリビングの⾯積が⼩さくても良いと判断されてい
ることや、また、来客数が減り客間が無くなってい
ることなど、近年の建築主のライフスタイルの変化
が影響していると考えられる。また坪単価は、100〜
120 万円／坪程度であり、⼀般的な住宅よりも⾼か
った。断熱性は、⼀般的な住宅と同程度である⼀⽅、
耐震性は、建築主のニーズはそこまで強くなく、要
望があれば等級 2〜3 とする程度だった。 

建築主は、20 歳代後半〜60 歳代前半まで幅広い
が、30 歳代前半の⼦育て世帯が多いこと、世帯⼈員
は 3〜4 ⼈が⽐較的多いこと、夫婦共働きの世帯が多
いことなど、⼀般的な住宅と同様の傾向が⾒られた。 

床⾯積は、⼀般的な住宅と⽐較して、⼩さい傾向
が⾒られ、さらに図 2 に⽰した道内の住宅の床⾯積
（35.5 坪）よりも⼩さい。北海道における新たな住
宅像の兆しとしては、床⾯積が統計値の傾向よりも
さらに⼩さくなる可能性が⽰唆された。 

採⽤したプランやデザインについて、⼀般的な住
宅と新たな兆しとの⽐較結果を表 4 に⽰す。また、
特にライフスタイルや社会変化が影響している可能
性がある項⽬は、網掛けとした。 

まず、延べ⾯積について、統計値と⽐較すると⼩
さくなっている傾向が⾒られた。同様に、ファミリ
ークロークといった家族で使⽤する収納の普及によ
り、他の各室の収納が無くっている実態が⾒られた。
特に⼦ども部屋は、⼀般的な住宅でも⼩さくなって
いる傾向が確認できたが、特に建築家が設計するも
のは、それよりも⼩さくなる傾向がわかった。さら
には、限られた延べ⾯積の中で⽞関までも削減し、
掃き出し窓を出⼊⼝に使⽤している住宅が⾒られた。

これらから、新たな兆しと⾔える住宅では、共働き
が主である建築主のライフスタイルや今後のライフ
ステージに合わせ、各スペースの必要性を慣習にと
らわれず⾒直していることが把握できた。 

以上から、新たな住宅像の兆しを抽出することが
できた。 

なお、表 4 の網掛けに⽰す項⽬（リビングや客間、
和室・畳、⼦ども部屋、⽞関など）は、特にライフ
スタイルや社会変化の影響により差異が⽣じた項⽬
と考えられる。そのため、これらの項⽬は、将来的
なライフスタイル・社会変化により、さらなる変化
が⽣じる可能性も考えられる。 

 

６．考察 
本章では、既往研究等との⽐較を通じて、本研究

の結果について考察を⾏なう。 

建築主のライフスタイルについて、2000 年前後で
は、共働き世帯と専業主婦世帯が拮抗していたが、
それ以前では専業主婦世帯が多かった 17)。そのため、
当時の世帯では、住宅の中で⽣活する時間が多かっ
たと考えられる。⼀⽅で、先述のとおり、最近の世
帯は共働きが多く、在宅時間は過去と⽐較して短く
なっていると考えられる。こうしたライフスタイル
の変化は、ファミリークロークやパントリーといっ
た共有型の収納の採⽤率の⾼さにも表れている可能
性がある。すなわち、建設費の⾼騰により各個室の
収納が縮⼩傾向にあることに加え、各⾃が物品を個
室に持ち運び収納する時間的余裕も限られているこ
とから、家族全体で物を⼀括して管理・保管するラ
イフスタイルが普及しつつあると推察される。また、
新たな住宅像の兆しとして、廊下が収納と併⽤され
ている事例も確認できたが、このような収納の設計
は、現代のライフスタイルや社会的背景の変化を反
映したものと考えられる。 

⼤垣・加藤は 18, 19)、北海道における注⽂住宅の平
⾯プランの変遷過程について、断熱性能の向上や暖
房⽅式の変化、モデル住宅の影響、家族団らんとい
った住まいに対する要求の変化が影響していると分
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析している。特に、断熱性能の向上が平⾯プランに
与えた影響が⼤きく、居間と客間の分離や、寝室の
プライバシー確保といった空間構成の変化をもたら
したと⽰している。⼀⽅で、本研究では、近年に建
設された住宅を対象としており、⼤垣・加藤が対象
とした住宅と⽐較して、気密・断熱性能が⼤幅に向
上している。また、共働き世帯の増加など、建築主
の属性にも違いがみられる。そのため、本研究で得
られた新たな住宅像の兆しは、性能の向上を前提と
したうえで、ライフスタイル変化の影響を⼤きく受
けた結果であると考えられる。 

また、⼤垣らによる⼀連の研究では 20〜24)、デザイ
ンやプランに地域差が⽣じる要因として、慣習や情
報伝達の空間的・時間的ズレなどを挙げている。具
体的には、都市部の住宅では年齢が低くなるにつれ
て慣習の影響を受けにくい⼀⽅、農村部の住宅では
年齢によらず慣習が重視されていることを⽰してい

る。また情報伝達の空間的・時間的ズレとして、都
市部は⽐較的早く新しい様式が採⽤される⼀⽅、地
⽅部では導⼊が遅れる傾向があることを指摘してい
る。本研究では、札幌市とそれ以外の地域における
床⾯積の差異を把握した。しかし、これは、⼟地価
格などの社会的要因によるものと考えられ、慣習の
影響とは⾔い難い。また、⾵除室や勝⼿⼝は、ほと
んどの住宅で採⽤されていない⼀⽅、道北の⼀部の
地域では、採⽤され続けている事例があった。これ
は、「実家が付けているため、⾃宅でも取り⼊れたい」
という建築主のニーズによるものであり、⼤垣らが
⽰すような慣習的要因が、現在も⼀部に残っている
ことが⽰唆された。 

情報伝達の空間的・時間的ズレについては、⼤垣
らが調査を⾏なった当時と⽐較して、インターネッ
トや SNS の普及により、現代ではほとんど⽣じ得な
いと考えられる。実際、聞き取り調査では、SNS で

表 4 聞き取り調査結果の⽐較からみた新たな兆し 

新たな兆し（主に建築家＋⼯務店）項⽬道内で⼀般的な住宅
（ハウスメーカー）

断熱︓等級6〜7、気密︓0.5㎠/㎡程度断熱・気密性能断熱︓等級6〜7、気密︓0.5㎠/㎡以下
30坪を下回る物件も延べ⾯積30〜35坪（旭川以北だと40坪超も）
⾯積⼩。無の事例も

（ダイニングで集まって暮らす）リビング⾯積変わらず有

無（来客の減）客間有
無（畳スペースは有の場合も）和室・畳最近増（2〜3割）

4〜5畳で収納は無⼦ども部屋5〜6畳で収納も有
⾯積⼩。無の事例も

（直接リビング。掃き出し窓を採⽤）⽞関有

ほぼ無（道北のある地域では有の場合も）⾵除室ほぼ無
ほぼ無（道北のある地域では有の場合も）勝⼿⼝ほぼ無

ほぼ無廊下有
脱⾐所と併せて有室内⼲しスペース脱⾐所と併せて有

脱⾐所とは別に独⽴して有洗⾯所脱⾐所とは別に独⽴して有
コロナで増、最近は減テレワークブースコロナで増、最近は減

増（他の収納は減）ファミリークロｰク
シューズクローク増（他の収納はそのまま）

多い⾃然素材少ない（維持管理の問題）
最近はほぼ有（冷暖併⽤）エアコン最近はほぼ有（冷暖併⽤）

無太陽光発電無（札幌ではわずかにニーズ有）

ライフスタイルや社会変化等の影響
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⾒つけたプランを設計者に提⽰し、それをそのまま
設計に反映させるという建築主の⾏動・ニーズが多
数確認された。このことから、現在では、情報伝達
の空間的・時間的ズレがほとんどなく、結果として、
広域的な意味での地域差が⽣じにくくなっている可
能性がある。 

以上のように、本研究で得られた新たな住宅像の
兆しは、ライフスタイルや社会変化の影響を受けて
おり、既往研究で⽰されたような地域差の影響が相
対的に⼩さくなっている傾向が⽰唆された。このこ
とから、将来的な住宅のデザインやプランのあり⽅
は、ライフスタイルや社会変化に伴って、さらに多
様化し、また変化していく可能性がある。今後の住
宅施策を検討する上では、将来的にも起こりうるラ
イフスタイルの変化や社会変化に伴うさらなる多様
化も想定した議論が必要と考えられる 

 

７．まとめ 
本研究では、住まい⽅やライフスタイル変化を踏

まえた、北海道における新たな住宅像を探索するこ
とを⽬的として、北海道内の設計者への聞き取り調
査を⾏なった。その結果、延べ⾯積が統計値よりも
⼩さくなったことやダイニングで団らんするためリ
ビングが⼩さくなったこと、客間や和室・廊下が無
くなったこと、掃き出し窓を使⽤した出⼊⼝が採⽤
され⽞関空間がなくなる場合があること、ファミリ
ークロークなどの普及により各室の収納がなくなっ
たことなど、新たな住宅像としての兆しを捉えるこ
とができた。また、既往研究との⽐較により、将来
的な住宅のデザインやプランは、ライフスタイルや
社会変化に伴って、さらに変化していく可能性が⽰
唆された。このことから、今後の住宅施策を検討す
る上では、今後も起こりうるライフスタイルの変化
や社会変化に伴うさらなる多様化も想定した議論が
必要と考えられる。 

なお、さらなる調査を⾏なうことで、他の兆しが
⾒い出せる可能性がある。また、本研究で得られた
結果が、将来的に普及するのかは現時点で把握する

ことができない。そのため、定期的な調査を⾏なう
ことで、状況の変化や普及実態を把握する必要があ
るが、このことは今後の課題である。 
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